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が財政問題から分配問題にシフトしたことを認識すべきであり、定

められた収入をいかに効率よく分配するかが問われている。

オプションⅠ：
 マクロ経済スライドの仕組みの見直し

　デフレ経済の下で名目額を下限とする年金額の改定ルール等に

より、マクロ経済スライドに当初期待されていた機能が十分発揮で

きていない。この影響は、基礎年金の足元の水準に顕著に表わ

れる。平成26年財政検証によれば、足元の所得代替率は62.7％

であり、2004年当時の59.3％から3％以上も上昇してしまったが、こ

のうちのほとんどが基礎年金部分の上昇（33.7％→36.8％）である。

前述のとおり、保険料水準が固定されているので、足元の給付水

準の上昇は将来の給付水準のさらなる低下で調整せざるを得な

い。その結果、将来の基礎年金の給付水準は2004年当時28.4％

と見込まれたが、平成26年財政検証では25.6％～ 26.0％程度に

低下した。基礎年金の約半分は国庫負担により賄われるため、保

険料によって賄われる部分の水準低下は同時に国庫負担で賄わ

れる部分にも連動し、影響が増幅されることにも留意が必要であ

る。すでに法定されている収入をいかに分配すべきか、世代間の

分配問題が問われている。

　この状況に対応した2016年改正では、名目額を維持しつつも未

調整分をキャリーオーバーする措置（2018年4月実施）と、賃金上

昇率が物価上昇率を下回った場合に賃金上昇率による年金額改

はじめに

　公的年金の平成31年財政検証と制度改革に向けて、2018（平成

30）年4月から社会保障審議会年金部会の議論が始まった。知り

合いの委員との間では、新体制となった年金部会では部会の場に

おける委員から事務局に対する質問がめっきり減り、実質的な議論

が増えていることが話題となっている。さらに、審議会等の最近の

変化としてペーパーレス化がある。年金部会も同年11月の第6回に

導入された。ペーパーレス化は前日までに会議資料が公開され、傍

聴者のみならず広く国民が事前に知ることとなる。このような環境

下では、不用意な発言は委員自身の理解度を問われる。新任の筆

者としては、この緊張感が心地よい。

　本稿では、制度改革に向けた課題について、筆者の見解を述べ

たい。公的年金改革は、「プログラム法」（持続可能な社会保障制

度の確立を図るための改革の推進に関する法律）を受けて平成26

年財政検証の際に示された「オプション試算」の施策が中心とな

る。そして平成31年財政検証では、その後の展開を踏まえた議論

が期待される。

　さて、財政検証と制度改革の議論では、2004年改正による「保

険料水準固定方式」という、それ以前とは異なる制度運営の転換

を正しく理解することが欠かせない。法定の保険料水準は、2017

年度に引き上げが完了していることを踏まえると、制度運営の中心

特集2  平成31年財政検証と公的年金改革

　2019年は財政検証結果が示される年である。前回の財政検証結果から5年が経過し、

その間に厚生年金保険料は18.3％の上限に達し固定され、今年はマクロ経済スライドが実

施される予定となっている。企業年金制度改革にも公的年金改革は大きな影響を及ぼす。

　本稿では厚生労働省社会保障審議会年金部会委員の小野氏に議論の課題をまとめてい

ただいた。

みずほ信託銀行年金研究所 主席研究員

小野 正昭（おの まさあき）

　厚生労働省の統計「就労条件総合調査」は５年に1度、退職給付制度の普及状況や支給の実態についての統計を行い公開しています。前回は
適年廃止と景気悪化の影響を受けて退職給付制度の実施率が75.5％にまで減少し、その動向が注目されていました。2018年10月23日、「平成
30年就労条件総合調査」が公表されましたので、その概略を紹介します。

１●退職給付制度がある企業の割合の推移

3●退職給付水準の推移

2●企業規模別の退職給付制度の実施状況

　まず、概要としては退職給付（一時金・年金）制度がある企業割合は80.5％となり、
退職給付制度がある企業について制度の形態別の企業割合を見ると、「退職一時金
制度のみ」が73.3％、「退職年金制度のみ」が8.6％、「両制度併用」が18.1％となってい
ます。ただし、今回の調査と5年前の調査では集計条件が変わっており、前回調査と
同基準で比較する場合、実施率は77.8％となります。以下、時系列で比較する図表1
～ 3では前回調査と同じ母数に基づく集計数字を用いています。
　退職一時金制度、企業年金制度のいずれかを採用している企業の割合としては5
年前を上回っているものの、企業年金を実施している企業の割合は引き続き減少して
おり、退職一時金のみ実施している企業の割合の回復に支えられている数字となって
います。この5年での変化として厚生年金基金の解散が進んだことが挙げられます
が、必ずしも別の企業年金にシフトしているわけではないようです。一方で退職一時金
制度のみを採用する企業が増加する傾向は続いています。

　金額ベースで見た場合の退職給付水準についても、低下傾向はまだ回
復していません。残念ながら5年前の水準をさらに下回る結果となりまし
た（図表3参照）。
　勤続20年以上かつ45歳以上の定年退職者に対して支給した退職給
付額を退職給付制度の形態別に見ると、「大学・大学院卒（管理・事務・
技術職）」では「退職一時金制度のみ」が1,678万円、「退職年金制度のみ」
が1,828万円、「両制度併用」が2,357万円となっています。「勤続35年以
上」について見ると、「大学・大学院卒（管理・事務・技術職）」では「退職
一時金制度のみ」が1,897万円、「退職年金制度のみ」が1,947万円、「両
制度併用」が2,493万円となっています。
　企業規模と退職給付水準には強い関係がありますが、退職一時金の
みの企業は中小企業に多く見られることから、一時金と企業年金を併用
する企業と比べて水準が低くなっていることが読み取れます。

　一般に、中小企業は退職一時金のみの企業が多く、大企業に
なるほど企業年金採用割合が高まることが言われます。確定拠
出年金および確定給付企業年金を採用することは、退職時の支給
額を事前準備する重要な取り組みの1つですが、中小企業の普及
は政策的課題ともなっています。図表2を見ても、企業規模が小
さいほど、退職給付制度未実施の企業および企業年金を採用し
ていない企業の割合が高まることが読み取れます。
　ところで、退職年金制度がある企業について、支払準備形態

（複数回答）別の企業割合を見ると、「厚生年金基金（上乗せ給
付）」が20.0％、「確定給付企業年金（CBPを含む）」が43.3％、「確
定拠出年金（企業型）」が47.6％となっており、採用されている制度
の種別では企業型ＤＣが初めて１位となりました。前回との比較
では、厚生年金基金の実施率が大きく低下した一方で確定給付
企業年金の実施割合はそれを埋めるほどではなく、むしろ確定拠
出年金の採用割合が増加しています。特に従業員数30～99名
の中小企業においては、確定給付企業年金を大きく上回っていま
す。これは厚生年金基金の解散を受けて、総合型の確定拠出年
金の採用が進んだことなどが影響しているものと思われます。
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図表1  退職給付制度がある企業の割合の推移

図表3  退職給付水準の推移

（注）2018年調査はそれ以前と調査対象が異なるが、比較のため特別に同範囲を集計している。

（注1）大学・大学院卒で35年以上勤務した定年退職者の平均。
（注2）2018年調査はそれ以前と調査対象が異なるが、比較のため特別に同範囲を集計している。

図表2  退職給付制度の実施状況（企業割合・規模別）
2008（平成20）年 2013（平成25）年 2018（平成30）年
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（注）2018年調査はそれ以前と調査対象が異なるが、比較のため特別に同範囲
を集計している。
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